
Ⅰ．問題と目的 

文部科学省 22)の調査によれば、自閉症・情緒障害特別支援学級などで教育を受ける自閉症児が年々増

加傾向にあることから自閉症児に対する支援ニーズの高さがうかがえる。こうした中、本邦の学校教育

において自閉症に対するソーシャルスキル、行動問題や教科に関する指導研究の知見が蓄積されている。

これらの研究はいずれも学校あるいは外部専門家によるが、近年は保護者の学校教育への参画による成

果が注目される。 

 Rispoli, Mathes and Malcolm42)は、保護者役割を協働者、エージェント、レシピエントの 3つに分類

した。協働者は学校と協働した保護者、エージェントは対象児に対する指導・支援を遂行した保護者、

レシピエントは学校や外部専門家から指導・支援手続きに関する説明を受けた保護者を指す 42)。保護者

と学校の協働について、岡村 36)は、Sheridan and Kratichwill46)を援用し、保護者と学校の協働モデル

である CBC（Conjoint Behavioral Consultation）の特徴の 1つを次のように説明した。保護者と教師

は子供の目標を達成するために、共にニーズを同定し、合理的な目標を確立し、適切な計画を立て、資

源を活用しながら介入し、子供の進歩を評価するために、外部専門家の援助を得ながら取り組む。岡村

36)の指摘を参考に本研究では、保護者と学校の協働を、子供の目標ならびに支援手続きの設定段階にお

いて、保護者と学校が子供の目標ならびにそれに対する支援手続きに関する協議を行った上でそれらを

設定し、共有している状況と定義する。 

 さらに Rispoli et al. 42)は、保護者役割の内容より、学校と保護者のパートナーシップ(family-

school partnerships; FSP)（協働者の役割がある場合）と、保護者の関与（Parent Involvement；PI）

（協働者ではなく、エージェント、レシピエントの両方あるいはいずれかの場合）の 2 つに分類した。 

 FSP は、保護者と学校が積極的な関係を形成し、協議した上で子供の社会的、感情的、行動的及び学

問的領域を標的にして、それに対する支援手続きを決定し、さらに、学校と家族等の支援関係者がその

支援手続きに基づく支援を実施し肯定的な結果を得ることを目標とした子供中心のアプローチである

42)。このことから FSP は、本研究で定義した保護者と学校の協働に含まれると考えられる。FSP として、

Garbacz and McIntyre4)は、自閉症児の保護者と教師の両者によるコミュニケーション、データ収集、

支援計画及び実行ならびに意思決定の促進のために、外部専門家は以下を実施した。保護者と教師が支

援実施できるように、指導の手順表作成、保護者と教師が一緒に計画実施の問題解決をするために、家

庭訪問と教室観察を実施し、保護者と教師のパフォーマンスにフィードバックを行った。結果、自閉症

児の行動問題が低減されただけではなく、保護者と教師のポジティブな相互作用の増加が示された。 

 一方、PIとして、自閉症児対象としたプログラムに対し、外部専門家による保護者や学校への指導が

挙げられる。例えば、LeBlanc, Carr, Crossett, Bennett, and Detweiler12)は、排泄スキルが未獲得の

自閉症児 3名に対し、外部専門家がその保護者や自閉症児に関わりのある教師にトイレット・トレーニ

ングを教示した。結果、すべての対象児が排泄できるようになったことが示された。 

Rispoli et al.42)は、FSP あるいは PIに該当する研究論文 36 編（2002～2017年）を対象とし、保護

者が自閉症児の教育にどのような役割を担ったかを分析した。結果、対象児や保護者に以下 3 つの特徴



が見られた。 

 1 つ目は、多くが幼児（1～5歳）（38.9％; N=14）、小学生（5～11歳）（30.6％; N=11）を占めたこと

である。 

 2つ目は、コミュニケーション（50％；N=18）や認知、適応（22.2％；N=8）を標的とした研究が多か

ったことである。 

 3 つ目は、保護者役割について、以下 3 つが示されたことである。①FSP は 25%（N=9）で、多く（75%；

N=27）は PIであった。 

 ②多くの研究は、自閉症児のために開発されたプログラム効果を検討するために、そのプログラムに

設定された保護者、学校対象のセッションへの参加により、保護者と学校との協働あるいは保護者の関

与が行われた。 

 ③実際の支援内容では、年齢段階に応じた様々な標的行動（FSP の就学前では認知、言語、行動問題、

小・中学生では学校への出席、課題遂行、宿題に対する自己管理、PIの小学生では障害特性、情動管理、

ストレスマネジメント、中学生・高校生ではコーピングスキル）に対し、プログラムに基づく保護者セ

ッション用の手続きを遂行した。また、FSP の中には、外部専門家と協議の上決定した手続きを遂行す

る研究もあった。 

 以上が、Rispoli et al.42)の対象論文 36 編に見られた特徴であった。では、本邦の FSP及び PIの現

状はどのような特徴を有するだろう。文部科学省 20）は、障害のある子供の成長を促進させるために学校

と家庭の連携・協働の重要性を指摘した。なお連携・協働 20）は、本研究の保護者と学校の協働を含むも

のと捉える。また、特別支援教育が制度上開始され 17年が経過する現在は、特別支援学校、特別支援学

級に在籍ならびに通級による指導を受ける障害のある子供に対し、個別の指導計画の作成ならびに個別

の教育支援計画の策定が義務付けられている 20）。さらに、『保育所保育指針解説』14）において、育てに

くさを感じる保護者に子育てに前向きになれるよう子供への理解や対応についてのプログラムを紹介

したり、専門機関からの助言を受けたりするなど、状況に応じて関係機関との協力による支援が重要と

指摘される。これらのとおり、国から提出される文書に保護者と学校の協働の一層の充実が指摘される。

自閉症児対象の実践研究は、こうした国の流れに応じ保護者と学校が協働しながら実施されているのだ

ろうか。また、Rispoli et al. 42)に見られた 3つの特徴と相違があるだろうか。3つの特徴を分析する

ことで、今後の我が国における保護者参画の研究を発展させていく上での手がかりを提示できると考え

られる。 

 以上から本研究では、本邦の FSP及び PIにおいて、①自閉症児の対象年齢、②標的行動、③保護者役

割の特徴の現状を把握した上で、自閉症児の保護者が学校教育に参画する研究課題を明示することを目

的とした。 

 

Ⅱ．分析対象論文の選定及び分類方法  

 Rispoli et al. 42)を参考に、検索エンジン及び学術雑誌による検索を行った。検索エンジン（検索日



2023/12/2）では、CiNii Article において、「①自閉症、自閉スペクトラム症、アスペルガー、広汎性

発達障害」「②保護者、母親、父親」「③学校、幼稚園、協働、連携」の①～③のキーワードにてアンド

検索（4×3×4）を行い、学術論文を抽出した。また学術雑誌による検索では、学術雑誌「特殊教育学研

究」「LD研究」「発達障害研究」「自閉症スペクトラム研究」「行動分析学研究」「行動療法研究」「認知行

動療法研究」「教育心理学研究」の全 8誌を対象とした。上記学術雑誌を選定した理由は、自閉症や教育

現場の実践研究が掲載されることが多いと考えられたためであった。いずれの検索においても分析対象

は、特別支援教育が制度上開始された 2007年～2023 年末までに発表され、以下 1～4を満たす研究論文

とした。  

 １．FSP あるいは PI 

Rispoli et al.42)を参考に、以下（１）、（２）のいずれかに該当した研究論文を収集した。 

  （１）FSP：「目標設定ならびに支援手続き設定段階において、保護者と学校が対象児の標的行動及

びそれに対する指導・支援手続きを、協議を行った上で共有」と、協働的な取組の趣旨が本文中に記述

された研究。また学校（学校と外部専門家）が標的行動ならびに支援手続きに関する計画案作成後、そ

れらの情報を保護者と協議を行って共有した趣旨が本文中に記述された研究も FSP に含めた。保護者役

割について、Rispoli et al. （2019）を参考に学校と対象児の標的行動ならびにそれに対する指導・支

援手続きを協議して共有した場合を協働者、学校と協議して決定あるいは学校（や外部専門家）から提

案された標的行動達成を目的とした対象児への指導・支援手続きを実行した記述が見られた場合をエー

ジェント、学校や外部専門家から指導・支援手続きや障害特性に関する説明や教示を受けた記述が見ら

れた場合をレシピエントとした。 

  （２）PI（Parent Involvement）：Rispoli et al. 42）を参考に、保護者が学校等から障害や提案さ

れた支援計画の説明を受けたり、支援手続きを実施したりした研究（協働者ではなく、エージェントあ

るいはレシピエント、またはエージェント、レシピエントの両方）。  

 ２．対象児の年齢 

Rispoli et al.42)のプレスクール（プレ K）から 12年生（日本の高校段階）までの対象に倣い、幼児

から高校生までを対象とした研究。 

 ３．対象児の障害 

論文中のプロフィール、あるいはタイトルや要旨に、自閉症、自閉性障害、自閉スペクトラム症、自

閉症スペクトラム障害、広汎性発達障害、高機能自閉症、自閉症疑、自閉症傾向のいずれかの記述があ

った研究。 

 ４．保護者、学校の参画 

Rispoli et al.42）と同様、学校で実施、あるいは学校が対象児の指導・支援計画の立案や支援手続き

の実行に関与した記述があり、保護者が協働者、エージェント、レシピエントのいずれかの役割を担っ

た研究。ただし、FSP の定義ならびに Rispoli et al.42)より、保護者が評価段階のみに関与した研究は

除外した。 



 ５．分類方法 

  （１）標的行動：従属変数の記述から、行動問題（自傷、他害、授業逸脱など）、コミュニケーショ

ン（要求、返礼など）、登校、学習（学習課題従事、授業参加、宿題提出など）、日常生活スキル（排泄、

着替え、入浴、食事など）、その他の 6カテゴリに分類した。 

（２）協働、関与の目的：対象論文の目的ならびに方法を精読し、保護者が学校と協働あるいは、

関与した目的を抽出した。結果、個別の教育支援計画の作成・活用（例：支援計画を作成、検討するた

めに保護者、学校が協議を行った。学校や保護者の対象児に対する支援ニーズを基に協議を行った）、効

果の検討（例：効果検討のために、学校や外部専門家から保護者に研究協力を依頼）、他機関と学校の連

携（例：療育機関が学校と連携を行うために、保護者に学校との仲介役を依頼）、支援方法の情報共有

（例：対象児の情報共有のために、学校と保護者が協議を行った）、標的行動の維持・般化の検討（例：

標的行動を維持または般化させるために、学校が保護者に標的行動に関連した支援の依頼を行った）の

5カテゴリに分類した。 

  （３）保護者役割：学校との協働に該当した場合を協働者（例：学校が作成した支援計画を保護者

に提示し、双方で協議して共有）、指導・支援手続きを対象児に実行した記述が見られた場合をエージェ

ント（例：標的行動が生起しやすいように、対象児にバックアップ強化子を提示した）、標的行動達成を

目的とした指導・支援手続きあるいは対象児の自閉症特性に関する説明や教示を学校や外部専門家から

受けた場合をレシピエント（例：機能的アセスメントに基づく支援計画の説明を学校より受けた）とし

た。 

 

Ⅲ．結果 

 検索エンジンで収集した結果、学術論文 15 編と大学紀要論文 10 編の合計 25 編が抽出された。さら

に、学術雑誌による検索を行ったところ、該当論文数は、表 1 に示す 48 編（検索エンジンによる学術論

文 15 編含む）で、1事例研究の割合は 83.3%（40 編）であった。なお同一論文において、複数の年齢段

階、標的行動を対象にしたものが含まれていたことから、それぞれの年齢段階や標的行動の合計が 100％

にならなかった。 

 １．年齢段階 

小学生（68.8％；N=33）が最も多く、中学生（18.8%；N=9）、高校生（10.4%；N=5）、就学前（10.4％；

N=5）は小学生に比べ低かった。 

 ２．標的行動 

行動問題（39.6％；N=19）、コミュニケーション（33.3％；N=16）、その他（20.8%；N=10）、登校（18.8%；

N=9）、日常生活スキル（16.7%；N=8）、学習（14.6%；N=7）の順であった。 

 

 

 



表１ 対象論文における対象児のプロフィール 

 

 

 



表２ 保護者の学校との「協働」「関与」の目的ならびに役割 

 

 

 ３．保護者役割 

 表 2に保護者と学校の協働、関与の目的ならびに保護者役割を示した。 

  （１）役割：協働者、エージェント、レシピエントの割合はそれぞれ、50％（N=24）、77.1％（N=37）、

68.8％（N=33）であった。同一論文で、協働者ならびにエージェントというように一人の保護者が複数

の役割を担うものが含まれていたことから、協働者、エージェント、レシピエントの合計が対象論文数

と一致していない。 



  （２）協働や関与の目的：FSP（N=24）の目的のほとんどが、学校と保護者、外部機関が自閉症児の

支援ニーズや標的行動に関する協議といった個別の教育支援計画を作成・活用するためであった

（91.7%；N=22）。それ以外は、CBC や開発されたツールの効果検討（8.3%；N=2）、自閉症児が利用する

療育機関より仲介役を依頼された保護者と学校の標的行動等の検討（4.2%；N=1）であった。一方、PI

（N=24）の目的は、支援方法の情報共有（54.2%；N=13）、標的行動の維持・般化の検討（37.5%；N=9）、

支援効果の検討（12.5%；N=3）であった。 

  （３）実際の支援内容：FSP（N=24）では、おもに小学生の行動問題、コミュニケーション獲得を目

的とし、学校や外部専門家より機能的アセスメントに基づく支援計画の説明を受け（37.5%；N=9）、それ

に基づく支援を実行した研究が多く見られた（25%；N=6）。それ以外では、学校で実施したトイレット・

トレーニングについての指導手続きを保護者に教示し、保護者が家庭で実施した研究（尾川，2021）や、

学校から自閉症児の障害特性の説明を受け、保護者が高等部卒業後に必要な社会的スキル獲得のための

支援を行った研究 6)が見られた。   

 一方、PI（N=24）において、おもな対象や標的行動は FSP と同様の傾向が見られた。学校や外部専門

家から受けた説明の内容は、自閉症特性（16.7%；N=4）、応用行動分析に関する知識・技術（トークン・

エコノミー法、強化子、プロンプト）、個別の指導計画、機能的アセスメント、手がかりツール活用方法

と多様であった。支援内容は、最も多かったのがバックアップ強化子や称賛（33.3%；N=8）、他には、標

的行動に関連した場面設定（N=2）、iPad 操作（以下いずれも N=1）、ソーシャルストーリーの読み聞か

せ、前兆行動の対応、行動リハーサルならびに実施状況評価であった。  

 

Ⅳ．考察 

 本研究では、本邦における自閉症児の保護者が学校教育に参画した研究に対する対象児の年齢ならび

に標的行動、保護者役割の特徴を把握した。結果、FSP及び PIの多くが、小学生に対する行動問題の改

善やコミュニケーション獲得を目的とした 1事例研究であった。 

 １．本邦の FSP 及び PI の現状 

 FSP及び PIにおいて、行動問題ならびにコミュニケーションが標的行動の多く（66.7%；N=32）を占

めた要因として、以下が考えられる。コミュニケーションは、自閉症の中核的な障害特性であることか

ら、FSP では学校や家庭での優先的に高い支援ニーズとなりやすく、個別の教育支援計画作成時に取り

上げられる割合が高くなると考えられる。また、自閉症児の場合、学校でコミュニケーションスキルが

獲得されても、維持・般化に困難さを示すことから、PIではそれを目的として標的行動とされたと考え

られる。一方、行動問題は自閉症児の学齢期に見られやすいこと 7）から、FSP、PIのいずれにおいても

学校あるいは家庭で支援ニーズとして取り上げられたと考えられた。 

 対象年齢について、FSP及び PIと共に小学生が最も多く見られた一方、幼児等他の年齢段階を対象に

した研究は少なかった。個別の教育支援計画の作成・活用を目的に協働を行った 22 編の校種を調べた

ところ、小学校 8 編、特別支援学校小学部 8 編（中学・高等部の合計 3編）であった。特別支援学校に



おいては、個別の教育支援計画は 2009 年の作成義務化に伴い、小学部以上の年齢段階における個別の

教育支援計画の作成・活用を目的として協働を行った研究の蓄積が考えられる。文部科学省 21）のデータ

を参照すると、小学校の校内委員会や特別支援教育コーディネーターの設置ならびに校内研修の実施率

が幼稚園、中学校及び高等学校に比べ進んでいることが読み取れる。校内でこれらが充実することによ

って特別支援教育の土壌ができ、教育的ニーズを有する子供の問題解決に向け、教師や保護者が外部専

門家への相談につながると想定される。表 1 より、FSP では行動問題あるいはコミュニケーションを標

的行動にした研究 10 編中 8 編は小学生段階（小学校 5 編、小学部 3編）を対象にした。これらの結果

より、学齢期 7)、とりわけ就学後最初の学びの場である小学生段階に学校や保護者から支援ニーズとし

て取り上げられることが要因と考えられる。さらに、2007 以降の FSP及び PIは同数であるが、2015年

以降の 20 編では FSP が 14 編見られることから、個別の教育支援計画の作成義務化あるいは努力義務の

影響を受け、FSP が推進されていると考えられる。一方、PI（N=24）も小学生対象の研究が 17 編と多く

見られた。17 編中 13編は、学校で見られる行動問題やコミュニケーションに対して情報共有を行った

り家庭での維持・般化の検討を行ったりすることを目的として保護者が学校に関与していた。このこと

から、PIも小学生対象の研究が多かった理由として、標的行動に行動問題やコミュニケーションが多く

を占めたことが考えられた。 

 山口・橋本・安永・李・田中 58)は、特別支援学校に在籍する知的障害児の保護者 28 名が捉えた知的

障害児の教育的ニーズに関する質問紙調査を実施した。結果、学習面では国語科、生活科、生活面では

身辺処理、社会参加スキルに関するニーズが高かったことが示された。山口ら 58）は学習面及び生活面に

限定した調査を行っているので、本研究の対象論文との比較は慎重にする必要がある。本研究では、学

習や日常生活スキルは行動問題やコミュニケーションに比べ少ない傾向が示された。このことから、本

研究で選定された自閉症児の標的行動は山口ら 58)の保護者が捉えた知的障害児のニーズと異なる特徴

を有する可能性が示唆された。 

 保護者役割について、FSP において、対象児の標的行動に対する機能的アセスメントに基づく支援計

画を学校等との関係者で共有し、その支援計画に基づく支援手続きを実行する傾向が見られた。岡本 30)

は、学校で行動問題を示す発達障害児に対する指導・支援に関する研究 35 編（2000～2012年）の文献

レビューを行った。結果、機能的アセスメントに基づく指導・支援計画を立案した研究が最も多く 16 編

であったことが示された。表 2より、2013 年以降も蓄積されていることから、機能的アセスメントは自

閉症児の保護者と学校の協働を促す上で有効なツールになっていることがうかがえる。一方、PIにおい

て、標的行動の維持・般化（N=8）、支援方法の共有（N=8）のために、エージェントとして多くは言語称

賛やバックアップ強化子といった強化刺激を提示し、それ以外ではソーシャルストーリー等多様な支援

を実行する傾向が示された。岡本・井澤 34)は、保護者が家庭で障害児に支援を行った研究論文 30 編を

分析したところ、保護者は障害児に強化手続きを最も多く使用していることを指摘した。このことから、

本研究結果は、岡本・井澤 34)を支持したことが示された。維持・般化が多かった理由は、上述のとおり

標的行動の維持・般化困難という自閉症特性が考えられる。 



 以上から本邦における自閉症児の保護者参画について、FSP では個別の教育支援計画を作成・活用す

るために学校と協働し、PIでは標的行動の維持・般化を検討するために関与した 1事例研究が多く見ら

れたことが示された。 

 ２．今後の課題 

 以上の現状を踏まえ、以下 3点を指摘した。1点目は、最も支援効果を高める保護者役割の検討であ

る。Rispoli et al. 42)は、FSP のどの要素が自閉症児や家族に最も利益を与えるかは今後の研究課題と

して挙げている（p.p. 453）。Rispoli et al. 42)の指摘を踏まえると、表 2において、どのような標的

行動に対し、どのような目的で協働・関与し、保護者がどのようなエージェント、レシピエントの内容

を担った時に、最も支援効果が高まるか、さらに保護者と教師の関係が良好になるかを検討する研究が

求められる。 

 2 点目は、幼児期の予防的な標的行動を対象にした研究の遂行である。石川・石塚・山本 9)は、行動

問題などの不適切状況を解決するために就学前からの一貫した支援が必要で、それを実現するために教

育環境の改善、学校生活で必要となるスキルの明示、幼児期からのスキル獲得の支援が有効と指摘する。

東ら 5)は、保護者が幼稚園教師の協力を得て、自閉症疑いのある幼児に対し iPad を活用し家庭や幼稚園

で必要とされる社会的スキルを身に付けさせたことを報告した。このような知見からも、幼児期の予防

的な標的行動を対象にした研究の蓄積が求められる。  

 3点目は、移行期における保護者役割の検討である。赤塚 1）は、アスペルガー障害幼児の就学に関し

強い不安を抱く保護者に対し、保育所、学校と保護者による個別の教育支援計画に基づく継続的な移行

支援会議を行った。結果、保護者は対象児が小学入学後、生活面でよく適応し、学校で楽しかったこと

をよく話すようになったことを報告するとともに、移行支援会議を肯定的に評価した。Rispoli et al. 

42) は、保護者と学校の協力関係の強化は自閉症児の移行期を支援するうえで有益と指摘した。しかし、

対象児の移行期（就学前～小、小～中、中～高）の対象論文は 48 編中 1編 1）のみであった。保護者役

割について、赤塚 1）では保育所から小学校に移行する際の協働者であったが、小学校～中学校、中学校

～高等学校、高等学校～就職に至るまでの移行期においては未検討である。枡・橋本・林・三浦・霜田・

李・渕上 17) は、自閉症児の誕生から就学等を通した全体的な育児期間での一般的な保護者の子育ての

ストレスと障害受容のプロセスを検討した。結果、保護者の許容的態度（親がわが子の障害を受け入れ、

理解しようとする。前向きにわが子の障害と向き合う態度）は、就園・就学・就職前後に落ち込む傾向

にあることを指摘した。Rispoli et al. (2019) や枡ら（2019）の指摘から、どの移行期にどのような

保護者役割を果たすか検討が必要である。  
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